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1　序
1．はじめに
　本稿は、最近の裁判例において、税理士ωの責任が問題となった事案を
検討することにより、専門家としての税理士の責任の一端を検討し、税
理士とその顧客との関わりについての研究をしようとするものである。
こうした、官庁との関わりのある職業郡〔いわゆる一士族一〕について
は、弁護士、司法書士に関しては、幾つかの重要な研究がなされ、発表
されている②。税理士に関しては、かっては顧客からの税理士業務に関わ
る損害賠償請求の件数が少なかったこともあり、その研究も少なかった
が、ここ4～5年その研究は実務家を中心に多くの論稿が発表されてい
る（3）。
　税理士（顧問）契約を私のライフワークでもある「長期間契約」の一
つとみることにより、税理士業務が非常に多様な事務処理を含む。そこ
で一体、なにが、税理士契約の本体であるのかについても検討しておく
必要があると考える。また、税理士契約の成立から、消滅までの問題点
を検討しておくことが必要であると考えてもいるω。しかし、以上述べた
ような問題を全体的に検討することは将来の課題とし、当面、最近、相
次いで出された、税理士の責任に関する裁判例を紹介し、その問題点を
掲げることで、この問題の研究の糸口としようとするものである。
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2．検討の方法
　そもそも、税理士の役割は、租税債務関係説に立脚した納税義務の履
行であり、特定の税理士の権威的解釈や税務署の官吏により友好的解釈
によって決定される税務申告に係る業務や代行ではない（5）。そこでは、課
税要件である実定租税法によって決定される納税義務の履行であD、依
頼者の納税義務の実現の期待を具現化する手続きである。そして、税理
士業務は、税理士法第2条に規定するように他人の求めに応じて納税に
関し、①税務代理、②税務書類の作成（6）、③税務相談（7））等（8）を行う。ま
た、税理士法2条は、税理士の行う業務を限定列挙しているが、これは
税理士の資格のない者に税理士業務を行うことを禁じるためにその範囲
を明確化するためのものであって、税理士が受任する事務を限定したり、
税理士の責任を負うべき事務の範囲を限定する趣旨のものではない（9）。
税理士への委託契約は、一般に委任と考えられるが、それにしても通常
の委任とは異なる特異性（税務代理の問題）をもち、顧問契約の成立と
顧問契約の意義についても同様の問題をはらんでいる。
　しかしながら、以下では以上で述べた問題意識より、税理士の損害賠
償責任が争われた裁判例について検討する。その方法としては、そこで
問題とされた税理士の義務を中心として、責任の成否や理論構成につき
裁判例を分析し、これによって税理士の負うべき義務を措定できるよう
にしたい。税理士の負うべき義務につき、その分類の仕方は論者により
差異がある。そこで、裁判例の検討を通して税理士の負うべき義務を、
類型化し、迅速に申請手続をなすべき義務、書類保管義務、申請意思、
代理権等の存否の調査・確認義務、申請書類の真否の調査・確認義務、
説明・告知義務、申請書作成に関する注意義務等に一応分類し、検討す
る。
　そこで、裁判例の検討に移る前に税理士業務、税理士契約と専門家の
責任、さらに、税理士法にいう助言義務について、山田二郎『税理士業
務の民事責任とその対策』、松沢智『税理士の職務と責任』、加藤義幸『税
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理士法と民事責任』、北野弘久『税理士制度の研究（増対版）jにのっと
り検討する。
II税理士業務の立場と仕事
1．税理署と納税者の関係
　税理士法第1条では、税理士の使命について「税理士は、税務に関す
る専門家として、独立した公正な立場において、申告納税制度の理念に
そって、納税義務者の信頼にこたえ、租税に関する法令に規定された納
税義務の適正な実現を図ることを使命とする」という㈹。
　税理士と納税者の立場を以下のように考えてみることを提案するもの
がある（11）ので、それに基づいて検討する。
　税務署と納税者が水平的に存在する場合、
　①並立的位置における中間的な立場。
　②税務署に近い立場。
　③納税者に近い立場。
　④両者の中央に位置するが両者を監視する位置にある立場。
　⑤両者の中央に位置するが両者のいずれからも見下される下位の立
場。
である。
1．1．税務署と納税者を水平的に位置づける場合
　税務署と納税者を水平的に位置づける場合、すなわち、いずれが優位
にいるかではなく対等な関係にあり、それぞれが民主的ルールである法
律に拘束され、一定の要件がある場合に納税義務が発生し、常に税務署
と納税者は対等に位置している。
　このように税理士の位置は5つのパターンがある。さらに、②の上位
に位置する②と③の上位に位置する③’がある。
　①並立的位置における中間的な立場は、納税者・税務署・税理士いず
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れもが同列にあり常に優位な関係にない場合である。この状況になるの
が理想的状態である。税法の手続きや解釈は特別に複雑ではなく、誰で
も常に同等な関係である。
　②税務署に近い立場（②も含む）では、税理士は、民間人であり、税
務署側の意図に従い（権利）又は監督（義務）され、業務は税務署の事
務を代行し、納税者の税に関する行動を監視する。報酬は依頼者から受
領する。一方、国から職業的な補償や経済的な生活基盤の補償等はない。
昭和55年改正時の政府答弁による税理士がより近い。
　③納税者に近い立場（③’も含む）では、常に納税者の位置にあり、納
税者と共に納税義務の完結に努める。特に、③’では、納税者の単なる事
務屋としてではなく、専門家として、各種の知識を発揮し、納税者の完
全なる納税義務の履行を支援できる立場をいい、法廷活動まで含む広い
範囲において納税者の援助ができる、という。これは、昭和47年の日税
連の基本要綱の主張である。
　④両者の中央に位置するが両者を監視する位置にある立場では、専門
家として納税者と税務官庁を監視し税の番人的立場である。いわゆる税
の行司である。最も厳格に解釈すると、税務官庁の不正誤謬や依頼者以
外の税の不正についても、いつでも告発できる位置である。
　この場合の緩やかな位置が、シャウプ勧告が求めた税理士である。
　⑤両者の中央に位置するが両者のいずれからも見下される下位の立場
では、いずれからも業務の下請的存在であり、指示された業務を分け隔
たりなく、生活のために代行する場合を指す。従って、自主独立性はな
く、専門的知識も必要なく、事件が発生すると、両者の意見を聞いて単
に事務代行をするのみである。また、専門的知識の自己啓発もしない。
1．2．納税者と税務署の関係が常に支配関係にある場合（税務署が上位）
　⑥税務署に近い関係では、税務署が納税者の上位に位置し、その下請
けとして税理士は存在し、見かけは依頼者である納税者の位置にあるが、
各法的関係（責任、監督等）では、税務署の下請け機関として組み込ま
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れている存在をいう。最高裁の判決（平成7年6月17日）は、税理士を
税務官庁ではないが税務署的な役割を、税理士法1条と2条ならびに41
条の2より導き出している。この判決を上記図式に当てはめると、おお
むね（1）の②ないし（2）の⑥に当たる。
1．3．税務署と納税者の関係が常に支配関係
　⑥税務署に近い関係
　⑦（1）の④の位置と同じ
　⑧（1）の③の位置と同じ
1．4．税務署が少し上位にある関係
　⑨納税者と税務署との関係は（2）のように税務署が納税者の真上にある
関係から、45度程度の上位に位置し、国民のレベルに少し近くなってき
た状態をいい、税理士と納税者との関係では、納税者から業務を受託し、
その完成を待って報酬を受取る準委任の関係である。線は太いが、不安
定な関係で結ばれている。ちょうど、アドバルーンが風になびいている
ような状態である。顧問契約は自由に解約でき、納税者は税理士を必要
としなければ、排除又は他の税理士に変更できる。報酬受領できるが国
家公務員のように安定していない。
2．納税制度と税理士の使命
　税理士と税務所の関係が以上のようなものであるとして、ではそうし
た関係を前提に税理士にはどのような使命が課せられるのであろうか。
　税理士の使命については、税理士法1条に税理士の使命という規定があ
る。税理士法1条を見ると、「税理士は、税務に関する専門家として、独
立した公正な立場において、申告納税制度の理念にそって、納税義務者
の信頼にこたえ、租税に関する法令に規定された納税義務の適正な実現
を図ることを使命とする」という税理士の使命を示している。この使命
をさらに普遍化したものとして、税理士法36条に、脱税相談等の禁止に
関する規定がある。なお、これに違反した場合には、罰則が58条に決め
られている。さらに税理士法41条の3を見ると、脱税についての是正の
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助言義務という規定もある。この41条の3の規定は、昭和55年の税理士
法の改正で追加された条文である。
3．税理士の業務の二面性
　税理士は、法律において税理士の使命について規定されている。言い
換えると、税理士の業務は、①依頼者の利益を図るということ、②納税
義務に関することから、公共的な性格を有している。この公共的な性格
は、アメリカの税法でいう「コンプライアンス」、税法の遵守義務という
ことである。アメリカの場合、税理士が納税申告書に関与するときは、
その税理士が納税者と併せてサインをすることが要求されている。すな
わち、その申告書の下のところには「私は添付書類および報告書を含む
この申告書を調べた結果、私の知る限りにおいて、また私の信ずる限り
において、これらが真実・公正かつ完全なものであることを宣誓いたし
ます」と書かれており、そこに税理士が納税者と並んでサインをするこ
とが要求されている。申告書の内容に虚偽があった場合には、税理士が
詐欺罪として処罰されるという重い制裁が課せられている。
　わが国の場合、このように税理士が宣誓して申告書に署名するという
形式的なことは要求されていない。しかし、税法の遵守義務が負わされ
ていることは明らかである。税理士業務は、この税理士に負わされてい
る使命の大枠のなかで依頼者からの委託業務を処理するということにな
る。すなわち、税理士業務は、公益的な性格と私益的な性格との二つを
有している。それは、一方では税法の遵守義務、一方では依頼者の利益
確保義務があることが大きな特色である。
III税理士の契約の法的検討
1．税理士の契約の法的検討
　租税は憲法30条〔納税の義務〕において「国民は、法律の定めるとこ
ろにより、納税の義務を負ふ」という国民としての義務・租税法律主義
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を前提に、同第84条〔課税の要件〕の「あらたに租税を課し、又は現行
の租税を変更するには、法律又は法律の定める条件によることを必要と
する」ことにより、一定の条件が成立した場合は自動的に納税義務が発
生する。すなわち、日本を始めとする近代国家では、法律の定める租税
要件（課税要件、租税徴収要件、租税消滅要件の一連の一体的な要件）
によって自動的に決定される租税は、具体的には、憲法によって制定さ
れた課税要件である租税法によって、国等に課税権ならびに徴収権が生
ずる。これに対し、国民には申告義務と納税義務とが生じる。租税がこ
のように国と国民の間の法律によって、一定の要件に該当したとき、所
得税では「所得の発生」によって、租税債務が確定する。従って、税理
士は、独立した立場で「納税者の課税権行使」を支援するものである。
税理士の役割は、租税を一種の債務関係とみる立場からの納税義務の履
行である。特定の税理士の権威的解釈や税務署の官吏により友好的解釈
によって決定される税務申告に係る業務や代行ではない。依頼者の納税
義務の実現の期待を具現化する手続きを指す。
2．税理士の業務受託の法的立場
　前述の通り、国民と国家とは、租税を債務関係とみる立場に立ってい
る。国家が徴収される税金は国民が負担するが、この負担は、より公平
でなければならない。また、多くの国民の個別的条件に合わせて、公平
を追求してきた結果、税の種類や実体租税法が複雑になり、一般の国民
には理解ができなくなってきた。そこで、国家を支える税金についての
問題を国民の側に立って解決するのが税理士といえるか否かが1つの問
題となる。
2．1．学　　説
　税理士と顧客（広くは国民）との関係について学説は、概ね以下のよ
うな見解に分かれている。
　（1）委任契約と準委任契約の複合契約｛12）であるとみる見解
　（2）準法律行為の契約だとする見解（13）、
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　（3）　「税理士が、その依頼人から真正の代理人としての地位を与えら
れていれば、税務代理の法的・性格とは関係なく当然のこととして修正
申告ができることになる、という理解が背景にあるとすれば、税理士法
は、その当然のことを確認するための規定を置かなかったにすぎないと
みる見解、である。
　以上のように解すると、税理士法第2条の税務代理が、真正の代理で
あるか、代行であるかについては、税理土法は真正の代理の成立する可
能性を認めながらも、基本的には個々の契約当事者の意思にこれを委ね
ている。（14）とする契約関係があるように、法律関係は明確なものとはい
えない。
2．2．裁判例の見解
　裁判例を見ると、法定の税理士の業務の委託よりも経営相談の委託に
重点が置かれた税理士の顧問契約につき、民法651条に基づく右顧問契約
の解除が有効とされた、特殊な税理士顧問契約は、委任類似の法律関係
といえるとし、税理士業務と経営コンサルタント業務を内容とする特殊
な税理士顧問契約については、相当な事由があるときに限り解除するこ
とができ、右の限度で本条の適用は制約されるという（15）。
　さらに、最高裁は、法定の税理士業務の委託よりも経営相談の委託に
重点が置かれた税理士の顧問契約について、民法651条に基づく契約解除
が有効であるとされ、税理士顧問契約の法律的性質は「委任契約」であ
り、受任者の利益のためにも締結された契約とはいえないから、委託者
は民法651条1項に基づきいつでも委任契約を解除することができる、と
した（16）。
2．3．税理士の業務の多様性
　税理士の業務には4つの業務（税理士法2条）がある。すなわち、①
税務代理、②税務書類の作成、③税務相淡、④付随業務として会計業務
やコンサルタント業務等である。これらのいずれの業務を行うかは、個々
の依頼者との依頼内容によって異なり、一様でない。
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　次に、これらの業務をみると、納税者である依頼者と税理士の関係は、
①の継続（長期）的な顧問契約、税務に係る業務を全てを含む場合、さ
らには会計帳簿の作成業務の代行に至る契約、
　②の税務申告書の作成のみの場合、
　③の将来の税金対策や、近時に保有資産の処分に係る譲渡所得に係る
相談の場合等、一時的な関係もあり、その業務は多様である。
IV　専門家の責任と税理士
1．専門家の責任
　専門家の契約に関する基本的契約類型は、通常、委任ないし準委任契
約、請負契約、両者の混合契約、さらには雇用契約に分類できるとする
（下森定「日本法における専門家の契約責任」『専門家の責任』20頁以下）。
　請負は、当事者の一方が仕事を完成することを約し、相手方がその仕
事の結果に対して報酬を与えることを約する契約であり（民法631条）、
為す債務たる給付義務の内容が一定の結果を実現すべきことにあること
から、いわゆる結果債務ともいわれる。
　また、委任は、当事者の一方（委任者）が法律行為（準委任の場合は
法律行為に非ざる事務）を為すことを相手方（受任者）に委託する契約
（民法643条）であり、無償契約が原則であるが、契約当事者が特約とし
て報酬の支払いを定めた場合は有償とすることができる（民法648条）。
法律行為でない事務の委託は準委任といわれ、委任契約を準用する（民
法656条）。
　これら委任の関係では、受任者は委任者に対し受任事務を処理する義
務を負い、請負と異なり、特定の結果の達成自体を義務づけられている
ものではなく、それに向けて最善の処理を行うこと、その作業の過程を
内容とするといわれ、手段債務といわれている。
　雇用契約関係では、専門家が債権者から受託した業務について「労務
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を提供する」点をとらえて、雇用契約といわれる。この説では、専門家
の業務過程の裁量権や時間的拘束力（民法626条）、権利の譲渡性（民法
625条）等、一般の業務受託と専門家の契約との関係で未解決の部分があ
りここでは分類に入れない。債務不履行について、これらの契約形態で
は、その結論に対して立証責任の範囲が異なる。①請負の債務において
は、債権者は結果が実現されている事実さえ立証すれば、それ以上不履
行についての立証は必要がない。従って、債務者の側で不履行が不可抗
力に基づくことを立証しない限り、責任を免れない。②委任契約説では、
手段債務といわれるのは、不履行について債権者が債務者の不履行の責
任を立証しなくてはならないとされている。それは、結果ではなく、委
託された業務について、一定の手続きに従い、とどこうりなく処理をし
た結果、債権者が期待する結果が出ていない場合でも、委任を受けた者
はその責任を負わない。
　この方法では一見「不履行」について、債権者と債務者の関係を整理
できたように見られるが、民法第415条の「責二帰スヘキ事由」の立証責
任は常に債務者にあることが通説といわれ、債務者の側で不履行が「責
二帰スヘキ事由」によらないことを立証しなければ債務不履行責任を免
れえない（過失責任論と違法性、帰責事由）。このように、立証責任に関
する限り、結果債務・手段債務の分類による方法では解決できない。
　しかし、現在の一般的学説では、請負と委任との区分について、結果
債務説と、手段債務説によっている。そしてこの考えによりこれらを説
明する有用性は、一般に証明責任の点よりはむしろ、債務の内容や帰責
事由の判断に関する実体法的な判断結果の説明概念としての有用性にあ
り、なす債務における結果債務・手段債務の振分けの基準にあり、その
契約上の債務の内容、社会的実態に即して個別・具体的に判断するほか
ないという。それは債権者を保護した方が妥当な場合を一般的に結果債
務と説明し、債権者の責任を軽減した方が妥当な場合を一般的に手段債
務としている。すなわち、結果債務・手段債務は価値判断、結果の説明
73
概念を説明するには分かりやすいとはいえるが、価値判断あるいは帰責
事由の判断の基準としては問題がある。
2．専門家の契約・委任契約と不完全履行責任
　税理士や弁護士等の専門家の契約は、委任契約又は準委任契約といわ
れている。そこでこの専門家の責任で最も問題となる、契約履行後、そ
の内容が不完全であった場合の問題点について、一般的検討をする。民
法は、契約の債務不履行に関して、請負契約の場合は毅疵責任（民法634
条～）規定をおくことにより、債務者の履行後の責任についてフォロー
している。しかし、委任契約の債務不履行については、受任者の善管注
意義務の規定（民法644条）のみで、担保責任に関する規定は設けていな
い。一方、解除については、委任特有の解除原因に関する規定を設けて、
当事者がいつでも解除できるとしている（民法651条）。他方請負では、
注文者のみに解除権を留保を与えており、仕事が完成するまでの間は解
除できる（民法641条）。以上のことから委任の契約上では、受任者の債
務の履行について次のように理解する。委任契約（準委任契約を含む）
をした後、受任者は、その契約の義務である受任事務を処理するに当た
り、
　①事務処理の方法、事務の範囲につき委任者の指図があればそれに従
う。
　②委任者の指図がなければ自己の裁量により、委任の本旨に従い、「善
良ナル管理者ノ注意」をもってする。
　③委任者の与えた指図が不適当なことを発見したときは、ただちに委
任者に通知して指図の変更を求めるか、又は指図から離れることについ
て許諾を求め、受任事務が目的に則り完結するようする。
　④しかし、急迫な事情がある場合には、いたずらに不適当な指図を墨
守することなく、専門家としての裁量権により臨機の措置を講じて、委
任者の信頼に応えるようにつとめる。
　⑤委任が当事者間の信頼を基礎とする契約であるから、無償の委任契
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約であっても、善良なる管理者の注意をもって事務を処理すること。
　⑥受任者が専門的な知識・経験を基礎として、素人から当該事務の委
託を引き受けることを営業としている場合や社会的に公認されている場
合には、受任者の注意義務は当該事務についての周到な専門知識を標準
とする高い程度となる。受任者の委任事務の処理が委任契約の本旨に従
わない不完全なものであった場合には、まず委任者は相当の期間を定め
て契約の債務（契約内容、行為等）に従った履行がされるよう請求（追
完請求権の行使）をする。もちろん追完が不能の場合はこの限りでない
（例えば、確定申告の依頼を受けた税理士が確定申告書を作成したが、
期限に提出することを失念した場合は、期限に提出することの修復は不
可能であるが、直ちに提出することにより、納税義務の履行には完済さ
れる）。この追完請求権は本来の履行請求権と解し（例えば、医療契約に
おける入れ歯治療や盲腸の手術などは追完請求権の行使が一般的に医療
契約においては、再手術・再治療としてB常的に行われ、完成に努力し
ていること）、その成立に受任者の故意過失ないし善管注意義務違反が
あったことを要しない。但し、受任者の受任事務の処理が債務の内容に
従った履行でなかったことは委任者の方で証明する必要がある。また、
請負契約の不完全履行は、仕事の目的物に暇疵のあることは注文主の方
で証明する必要があるが、暇疵のない完全な仕事をすること（特定の結
果の達成）が債務の内容であることが義務付けられている請負の場合（結
果債務といわれる）と異なり、委任はいわゆる手段債務として特定の結
果の達成に向けて最善の処置（善管注意義務）を行うことを内容とする
ものであるので、債務内容の証明ないし委任事務処理の不完全であった
ことの証明は、請負の場合に比し、より困難なことが多い。
3．契約時における依頼者の期待
　税理士は、契約において依頼者である債権者から、「税理士法上の業務」
を通し、さらに従来の経験等の知識が期待される（石川利夫「税理士の
顧問契約の法的性格」税理33巻8号）。この期待される包括的な税理士業
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務がいわゆる「給付義務」である。そして、この給付義務の実現のため
に具体的行為がなされ、この過程を「履行過程における具体的行為義務」
といい、「履行過程の具体的状況下で債務者の地位に属する合理人（「平
均人」筆者注記）ならば何をどの程度までなしなさざるべきかという観
点から、その内容が決定される。」こととなる。すなわち、依頼者である
顧客との契約により、その目的、例えば、「相続税の申告書の作成に係る
税務申告の処理」の依頼を受けた場合、被相続人が農業所得者であり、
納税義務者にも農業所得者がいる場合に、依頼された税理士は最終目的
が「相続税の申告書を期限内に提出すること」（「給付義務」）ではあるが、
その処理の過程において、納税者が最も「税金が安くなる方法」（期待）
（一般的に「節税」という）を模索し、各手続きを、納税者（依頼者債
権者）と共同して作業する義務（債権者の受領義務とその協力義務）が
ある。この過程が「履行過程における具体的行為義務」である。
　上の例では、被相続人が農業所得者であり、納税義務者にも農業所得
者がいる場合に、農業経営を安定する目的で創設された租税特別措置法
第70条の6の農地等についての相続の納税猶予特例の適用について検討
し、納税者（依頼者）に、その特例を説明する義務があるか否かである
（横浜地判平元8・7判時1334号214頁）。判決では、納税者の家族構成
から、この納税猶予の適用申請手続きを依頼したとの原告の主張を認め、
「本納税猶予の適用申請手続きの税務代理を受理した場合、委任者に対
して、本納税猶予の適用申請を行うためには、申告期限までに共同相続
人間で遺産分割協議書が作成されなければならいこと、即ち、全体の遺
産分割協議が作成されるべきであるが、仮にその作成ができなかったと
しても、当該農地だけの一部遺産分割協議書が作成されなければならな
いことを説明すべき義務が存すると判示した。
4．助言義務
4．1．助言義務の制定意義
　昭和55年の改正により法第41条の3において「助言i義務」の規定が設
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けら、同条は、次のように規定している。
　税理士は、税理士業務を行うに当って、委嘱者が不正に国税若しくは
地方税の賦課若しくは徴収を免れている事実、不正に国税若しくは地方
税の還付を受けている事実又は国税若しくは地方税の課税標準等の計算
の基礎となるべき事実の全部若しくは一部を隠ぺいし、若しくは仮装し
ている事実があることを知ったときは、直ちにその是正をするよう助言
しなければならない。
　この規定は単なる倫理規定ではなく、これに違反した場合には法第46
条の懲戒処分に付される。しかも、改正法においては従前とは異なり（従
前では、懲戒処分が争われている場合にはその裁判が確定するまでは処
分の効力は発生しないものと解されていた）、懲戒処分と同時に直ちに処
分の効力が発生する。税理士は憲法及び税法の規定に従って誠実にその
業務を執行すべきであることはいうまでもないが、だからといってこの
業務をする上で金銭的保証はなにもなく、自らの顧客に業務を提供する
ことによりその対価として収入を得る。
　ところで、この助言義務に関しては国会の附帯決議においても「助言
義務の規定は、税理士の社会的責任を明らかにする倫理的規定であり、
税理士に対する処分自体を目的とするものではないので、助言義務違反
に係る懲戒処分の取り扱いに当たっては、税理士と納税者の地位を不当
に損うことのないよう慎重を期すること」と述べられている。
　問題は、このようにあえて附帯決議をしなければならなかった点であ
る。すなわち、客観的にそのような危険性があるだけで立法としては好
ましくない。
4．2．助言義務の意義
　税理士は、税理士業務を行うにあたって、委嘱者が次に掲げることを
行っている事実を知ったときは、直ちに、その是正を助言しなければな
らない（日税連『新税理士法要説』126頁（法41条の3））。
　①不正に国税若しくは地方税の賦課若しくは徴収を免れていること
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　②不正に国税若しくは地方税の還付を受けていること、又は、
　③国税若しくは地方税の課税標準等の計算の基礎となるべき事実の全
部若しくは一部を隠ぺいし若しくは仮装していること
　税理士は、納税義務の適正な実現を図ることを使命とするものである
から、委嘱者の求めに応じて税理士業務を行う際に、委嘱者の納税義務
が適正に実現されていないことを知った場合に、直ちにその是正を助言
することは当然の責務であり、このような税理士の行為が税理士の税務
に関する専門家としての社会的地位をより向上させることになると考え
られる。この規定が当時の税理士会からあたかも必要として提案したご
とく解説されている。しかしこの規定は、税理士業務に一層厳格な処理
を求めるとともに、不正納税義務者は税理士の関与先から排除すること
を強制している。
4．3．助言義務制定の経緯
　以下の国会での制定の経緯を見る。（前記、加藤論文による）まず、多
田省吾氏が「大変な問題となっている「助言義務」の規定について」の
質問に対し福田幸弘政府委員が答えている。「最初に結論だけを申します
と、法規範であるということ」「税理士がその業務を執行していくに当た
りまして、委嘱者たる納税者が脱税を行っている事実、それから脱税等
の意図を持って、二重帳簿の作成や架名取引を行っている事実があるこ
とを知っているにもかかわらずこれを看過するということは、第1条にご
ざいます適正な納税義務の実現に資するという趣旨に反すること」、「社
会的にも許されることではないこと、」「税務の専門家としての立場から
言えば、その助言をしてそれを直すということは」社会的責任であり「依
頼者との代理関係からいっても、その依頼者の地位をむしろ保護すると
いうことである」。将来「重加算税その他の脱税犯の訴追は依頼者が受け
たとき」事前に処理ができ「代理及び専門家たる見識からいって当然の
ことであろう」、「今回の改正は、こうした税理士の社会的責任を法律の
規定で明らかにしようとするものでありまして、それ自体やはり法規範
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である」、「法律に書いてある以上やむを得ないことであり」、「法規範と
いう意味が強制力を伴う法規であるという意味であれば、法規定に違反
した場合には、税理士法第46条の「一般の懲戒」の規定に該当し」、「大
蔵大臣は懲戒処分することができます」、なお、脱税や仮装、隠蔽の事実
を知りながら税理士業務を続けていく場合には、注意しましてそれでや
めることを期待しますので、90％以上は善良な国民の判断からいけばや
めます。そういう予防的な意味がありますが、これを知りながら税理士
が仕事を続けていくということになりますと、脱税相談の禁止あるいは
不真正税務書類の作成の禁止違反となる。
4．4．助言義務の内容
4．4．1不正とは
　不正とは、重過失、故意か、過失かについては、故意によるものであ
り、客観的な証明が必要である。「国税若しくは地方税の課税標準等の計
算の基礎となるべき事実の全部若しくは一部を隠ぺいし、若しくは仮装
している事実があること」の意義は、現在進行中の脱税行為をいい、結
果のことだけではなく、進行中についても監視する義務が負わされてい
る。このことは、納税者にしてみたら、税理士は税の監視役であるとの
印象が大きくなり、税理士に対して相談をすることを躊跨することが問
題となる。
4．4．2助言をしたこと
　税理士は不正な事実を知ったときに、後日の事件を託すには助言義務
の事実を証拠として残るように指導することになる。なお、「助言」とは、
客観的に税理士自らがその不正を知ったときに是正を求めることをい
い、納税者3）たる依嘱者から相談されて、こうした方がよいと誘導す
ることではない。また、積極的に不正を発見する必要もなければ、その
義務もない。偶然にそれを知ったときと解するとされている。
4．4．3　「税理士業務を行うに当たって」とは
　「税理士業務を行うに当って」とは、甲会社と乙会社の双方の委嘱を
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受けた税理士が、甲会社の税理士業務を遂行中、乙会社との二重帳簿を
発見したとしても、甲会社に対してだけ是正助言すれば足り、乙会社に
対してはその義務はない。甲会社の税理士業務であって、乙会社とは契
約をしていないからである。また、乙会社に通告する義務もなく、税務
官公庁に通告する義務もない。税理士において国税のみ国税代理を受託
して税理士業務を行っていて、地方税に関しては委嘱者自身で税務申告
しているとき、地方税につき不正行為を知ったとしても、委嘱を受けて
いない以上は助言義務がない。すなわち、税理士の助言義務は委嘱者と
税理士の契約の範囲において業務を遂行し、その遂行の過程で、この助
言義務を負う。委嘱者の税金の問題全てにわたり、その義務を負うもの
ではない。
4．4．4　「直ちた」とは
　「直ちに」とは、遅滞なくの意である。具体的なケースにより社会通
念上委嘱者に接触する最も近い時宜に即して是正を助言することが必要
である。不正行為を知ったつど助言を要し、まとめて申告時に助言する
ようなことは許されない。その事績は処理簿に記すことにより明確とな
る。
4．4．5　助言義務と過失
　税理士が過失によって委嘱者の不正行為を知らなかったときも、税理
士には脱税を摘発する権限もなく、またその義務もないから助言義務は
生じない。
4．4．6　説明義務の拡大と限界
　これは総合的に判断しなければならない。税理士の説明義務の範囲は
明確にされているわけではないが、次のような場合には、説明の範囲が
広がり、又は変更されることがあると思われる。
　①法律が改正されたとき、
　②裁判所により新しい判断がなされたとき、
　③新しい通達が発遣されたとき、
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　④情報メディア等により一般的なものとなったとき、
である。
4．4．7　税理士業務と資料不足
　次に、依頼者の資料不足と税理士の責任についてみる。資料不足は実
務においてよく問題となる。これは、依頼者が完全に資料を保存してい
ない場合や、既に保有していた被相続人が死亡し、その相続人からの依
頼等がある場合である。依頼者から提供された資料が、依頼された事務
手続きにおいて、重要な資料不足があり、申告に重要な影響を与える場
合や、過去の状況（申告資料、付属資料）が判らない場合や、判明して
いないが税額に影響がない場合がある。こんな時は最善の手を尽くすが、
不安なままに実務を履行することとなる。
　このようなときの責任がどうなるかは、平成7年4月27日の京都地裁
判決では「指導助言義務違反及び税務申告手続代行の際の善管注意義務
違反」があるとして損害賠償の責任が問われた（詳細は次項で検討する）。
これは、従来の税理士に対する責任は、委嘱者から委嘱された範囲の資
料でかつ受け身的に業務をこなして用よかったが、国民の税に対する意
識の変化と専門家に対する責任について変化が生じたとみるべきであ
る。このことは医療に対する責任のあり方に酷似している。すなわち、
京都地裁の税理士損害賠償請求事件は、近畿税理士会の作成したモデル
顧問契約を使用し、同契約条項では、委嘱者の責任（契約債権者の履行
中の協力義務と債権者の受領遅滞による免責事項）として「委嘱事案の
処理に必要な書類、帳簿及びその他の資料は、甲（委嘱者）において一
切取り揃えるものとする。これらの資料の不備に基因して生じる委嘱事
案の暇疵は甲（委嘱者）の責任である。」との記載があり、一般的に、債
権者に免責事由があり、損害賠償の免除要件に該当するように思われる
が、専門家の責任はそんなものでないことを明確にしたこととなり、税
理士業務に過重な責任を負わせることとなる。少なくとも、特定の業務
（例えば、土地に係る譲渡の事例等）に係る相談では、その相談の範囲
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での相当注意義務はあるが、依頼者の過去の行動を全て理解することは
できない場合もある。また、所得税の事業所得や法人税の包括的な「所
得」について、例えば、節税を依頼された場合は、当然に、資料のある
範囲（業務遂行上、依頼者の協力により提供される追加資料も含む）で
の相当注意義務と見るべきであり、むやみに全ての実体租税法に照らし
て委嘱範囲が拡張されるべきではないとされている。
V　裁判例の検討
1．裁判例の紹介
1．1．税理士の自己責任性に関するもの
1．1．1税理士の違算
（1）東京地判平4・7・31判時1463号88頁
　事　案：
　Xから確定申告等の依頼を受けた公認会計士・税理士Yにつき、いわ
ゆる買換え特例の適用につき的確な助言を怠ったことを理由とする債務
不履行責任並びに過誤による違算の不法行為責任が争われた。Xらが譲
渡した本件土地建物は、1階部分はXらの居住部分であり、2階部分は
アパートとして第3者への賃貸事業の用に供していたものであった。し
たがって、租税特別措置法（昭和62年法律第96号）による改正前のもの
136条の2及び37条所定の譲渡所得の課税の特例の適用に係る課税実務
の取扱いによれば、本件土地建物については、居住及び事業のそれぞれ
の用に供されている部分の面積の割合に応じて、右各法条による事業用
資産の買換え特例及び居住用資産の買換え特例の適用を受けることがで
きた。ところが、Yは、　X所有の本件土地につき、その全体を居住用資
産とするという前提に立ち、同法36条の2所定の居住用資産の買換え特
例のみを適用して長期譲渡所得の税額を算定して申告した。そこで、X
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は、Yが的確な助言を与えてくれていれば、更に事業用資産を購入して
事業用資産の買換え特例の適用を受け、譲渡所得税の課税を免れること
ができた旨主張して、Xの納付した譲渡所得税等の額がこの債務不履行
による損害であるとして、その賠償を求めた。
　判　旨：
　Xが事業用資産の買換え特例及び居住用資産の買換え特例の適用を
受けることができるかについてYが懸念を持ったのは当然であり、Yの
した助言等の内容が不適切であるとはいえないし、また、YがXに的確
な助言を与えていればXが新たな事業用資産を取得して事業用資産の
買換え特例の適用を受けて譲渡所得税の課税を免れるという関係にはな
かったとして、Xの請求を退けた。
コメント：
　なお、本判決は、YがXの依頼により作成した所得税の確定申告書に
Yの過誤による違算があってXが過少申告一加算税及び延滞税の納付を
余儀なくされたことについては、Yはこのような場合における基本的な
注意義務に反したものであって、不法行為による右損害の賠償の義務が
あるとした。三税理士業務過誤訴訟の先例としては、岐阜地大垣文判昭
61・11・28判事1243号121頁（税理士に対する所得申告手続の解怠等の債
務不履行を理由とする損害賠償請求を棄却した事例、後揚1・1・3）、
東京地判平2・8・31判タ751号148頁（事業用資産の買換の特例を受け
るために必要な助言をしなかったために修正申告して追加納税を余儀な
くされたという顧客の損害主張と税理士の行為との間に相当因果関係が
ないとした事例）がある。なお、税理士顧問契約の事例に関するものと
して、最三判昭58・9・20判時1100号55頁参照。
1．1．2　調査・確認義務が問題となった事例
（2）東京高判平7・6・19判時1540号48頁
事　案：相続税の修正申告の委任
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　判　旨：
　相続税の修正申告の委任を受けた税理士は、相続税の修正申告にかか
る租税の納付時期について説明し、一括納付ができない場合には延納許
可申請手続をするかどうかの意思確認をする付随義務を負うものである
から、この解怠については債務不履行責任を免れない（17）。
（3）大阪高判平8・3・15判時1579号92頁
　事　案：
　相続税の申告の代行を委任したところ、委任を受けた税理士が市街化
区域内にある相続財産である土地を市街化調整区域内にあると誤認して
相続税の申告手続をしたために、過少申告となり、所轄税務署長から更
正処分及び過少申告加算税の賦課決定を受け、本税とともに過少申告加
算税及び延滞税を納付した。
　判　旨：
　税理士が納税者から税務・申告の代行等を委任されたときは委任の趣
旨に従い「税理士は税務に関する専門家として、納税義務者の信頼にこ
たえ、納税義務の適正な実現を図ることを使命とする専門職であるから、
納税者から税務書類の作成や税務申告の代行を委任されたときは、委任
の趣旨に従い、専門家としての高度の注意をもって委任事務を処理する
義務を負うものというべきところ、相続税の申告にあたっては、相続財
産である土地が市街化区域内にあるか市街化調整区域内にあるかによっ
て課税価格が大きく異なってくるのであるから、相続税の税務書類の作
成や税務申告の代行の委任を受けた税理士としては、相続財産である土
地がそのいずれの区域内にあるのかを正確に調査確認すべきでありま
た、K市役所の都市計画課で1通700円で販売されているK都市計画図
を見るか、所轄の税務署で尋ねることにより、その点についての調査、
確認はきわめて容易であったことが認められる。ところが、被控訴人が、
そのような調査、確認をにないまま、本件土地が市街化調整区域内にあ
るものとして過少な申告をしたことは被告の明らかに争わないところで
84
あるから、被控訴人がその受任義務を処理するについて、専門家たる受
任者としての注意義務の解怠があったことはこれを否定することができ
ない」
　損害論：過少申告加算税、延滞税の同額による損害を賠償。弁護士費
用は、債務不履行と相当因果関係はないとして否定。
（4）大阪地判平6・5・20判時1633号113頁
　事　案：
　X会社が顧問税理士Yの指導の下に法人税の確定申告をしたところ、
損金処理に問題があるとして、更正処分を受け過少申告加算税と延滞税
を賦課され、その相当額の損害を蒙ったとして、Yに対し債務不履行も
しくは、不法行為に基づく損害賠償を求めた。
　判　旨：
　Xの請求のうち過少申告加算税に相当する損害賠償請求につき認容
したが、延滞税に相当の損害賠償請求はこれを斥け、しかも、過少申告
加算税相当の損害についても、Xにも過失があるとして5割の過失相殺
をした。
　まず、「税理士は、税務に関する専門家として、独立した公正な立場に
おいて、申告納税制度の理念にそって、納税義務者の信頼に応え、租税
に関する法令に規定された納税義務者の適正な実現を図ることを使命と
するものである（税理士法1条）」「税理士は、税務の専門家であるから、
依頼者から務に関する相談を受けたときは、務に関する法令実務に関す
る専門的知に基づいて依頼者の依頼の趣旨に則り、適切な助言や指導を
行う義務がある。」両者間で「顧問契約を締結し、決算の方針の決定、決
算書類及び確定申告書類の作成に関して助言と指導を行ってきた者であ
るから、原告の行う確定申告について、税務に関する法令、実務に関す
る専門的知、特に、基本通達は、税務に関する法令の解釈や運用に関す
る指針として重要なものあり、これらを十分に調査・検討の上、違法・
不当な申告を行うことにより原告が修正申告を余儀なくされたり、更正
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処分や、過少申告加算税の賦課処分をうける等により損害を被ることの
ないように指導及び助言をする義務がある。」
（損金処理について）「したがって、税理士としては、依頼者から回収の
困難な債権があるとして、税の軽易な見通しや自己の意見に基づいて、
基本通達に反するような処理を行うことを指導・助言すべきではない仮
に、基本通達に反する処理を指導する場合には、基本通達の趣旨これに
反する処理をした場合のリスク（税務調査、更正処分、過少申告加算税
の等）を十分に、具体的に説明した上で依頼者の承諾を得、かつ、基本
通達に反する処理を行うことに相当な理由があり、その必要性が肯定さ
れる場合でなければ、そのような処理を行うことを指導・助言すべきで
はない。」
　「そして、事前に税務当局の意向を打診するなどして依頼者に対して
指導する処理方法が受け入れられる可能性について客観的に検討する必
要もある。」
　「処理を行うことにより、税務当局によって認められない可能性につ
いて一応説明したが、事前に税務当局に打診した形跡はなく、また、右
のような処理をすることにより更正処分を受けることになること、過少
申告加算税が賦課されること等の不利益を受ける可能性が高いことを十
分説明したとは認められず、全体としては、原告に対し、菊川に対する
債権について損金処理が認められる印象を与える説明となっていたとい
わざるを得ない。
　顧問税理士が依頼者に対して基本通達に反して第三者に対する債権の
一部を損金に算入する処理を行って、法人税の額を少なく申告しても、
これが認められる可能性は低く、更正処分が行われ、基本通達にもとつ
いた処理の場合と同額まで税額が増やされ、その他に過少申告加算税の
賦課処分も受ける可能性が高いことを説明し、指導していれば、原告は、
基本通達に反する処理に基づく確定申告を行うことはなかったと認めら
れる。したがって、被告が前記のような説明で、原告に対し右の損金処
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理を指導したことは顧問税理士として税務相談もしくは確定申告に関す
る書類作成に対する指導・助言義務に反し、税務相談における債務不履
行といわざるを得ない」
　また、有価証券の評価についても、平成2年度の法人税の申告につい
て、依頼者の有する有価証券について、従前の評価方法を変更して低価
法によって評価し、評価損を損金として処理し、有価証券の譲渡益につ
いてもこれに基づいて算定した。有価証券については、その評価方法に
ついて施行令35条の定める低価法もしくは原価法の届出がない場合に
は、施行令37条1項により、法定評価法によって評価されると定められ
ている。原告の場合は右の届出がなく、右の届出の有無については知ら
なかったが、これを確認することもなく、また、税務署に問い合わせる
こともしないまま、漫然と低価法によって評価によることを指導・助言
したものである。
　右の届出がない以上、有価証券は法定評価法によって評価されるので
あるから、これと異なる評価法に基づいて有価証券を評価し、損金処理
し、譲渡益を算定しても、税務当局がこれを認めないことは明らかであ
り、その結果、更正処分、過少申告加算税の賦課を受ける可能性が高い
ことはいうまでもない。税理士として低価法に評価によることを指導・
助言するのであれば、有価証券の評価方法の届出の有無を依頼者もしく
は税務署に確認してから行うべき義務があることは明らかである。右届
出の有無は低価法による評価の指導・助言を行う以上、自らもその確認
を行うべきことは当然である。したがって、右確認をしないまま低価法に
よって有価証券を評価し、これに基づいて評価損を損金処理をし、また、
譲渡益の算定を指導・助言したことは顧問契約上の債務不履行に当たる。
　さらに、債権償却特別勘定についても上記と同様であるとした。
　コメント：
　判旨によれば、X会社は顧問弁護士Yの指導で法人税の確定申告をし
たが、その際に、X会社のAに対する貸金債権の担保として不動産及び
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株式を取得したが、その担保物の価格が下落して債権全額の回収は困難
であることから、これを貸倒れ損失として損金処理をしたこと、これに
対し税務署長は損金処理は認められないとして修正申告を求めたが、X
がこれに応じなかったため、法人税額を更正し、過少申告加算税を賦課
する旨の決定をしたこと、それに対しXはその指導の下に審査請求をし
たが、これが棄却され、結局、過少申告加算税及び延滞税を支払うこと
となったこと、ところで、税理士Yとしては、法人税基本通達によると、
法人の貸金の担保割れがでた場合には、その処分後でなければ貸倒れ損
金として処理することはできないと定められているのであるから、これ
に反する処理をする場合には、依頼者Xのために、これを受け入れる可
能性があるかどうかを税務当局に打診し客観的に検討すべきであるの
に、Yはこの措置をとらず、また、依頼者Xに対しても損金処理が認め
られないときは、過少申告加算税が賦課される可能性のあることを充分
に説明すべきであるのに、これを怠っており、顧問税理士としてXに対
し税務相談における指導、助言についての債務不履行があるとして判示
した。そのうえで、過少申告加算税相当の損害については、その指導が
X会社の代表者も基本通達に反することを知っており、しかも、Yに対
し法人税額の軽減方法を依頼していること等から、五割の過失相殺が相
当としたこと、しかし、延滞税の負担は、X会社は法人税か支払を長期
分割によらざるを得ない資金的事情によるものであり、Yの債務不履行
とは相当因果関係は認められないとしたものである。
（5）東京高判平10・3・13判時1654号54頁（18）
　事　案：
　X会社が顧問税理士Yの指導の下に法人税の確定申告をしたが、損金
処理が不当であるとの理由で更正、処分を受け、不服審査の申立をした
が、過少申告加算税と延滞税を賦課され相当の損害を蒙ったとして、税
理士Yに対し債務不履行等による損害賠償を求めた。
　第1審は、X会社のAに対する貸金債権の担保として不動産及び株式
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を取得したが、その担保物の価格が下落して債権全額の回収は困難であ
ることから、これを貸倒れ損失として損金処理をしたこと、これに対し
税務署長は損金処理は認められないとして修正申告を求めたが、Xがこ
れに応じなかったため、法人税額を更正し、過少申告加算税を賦課する
旨の決定をしたこと、それに対しXはその指導の下に審査請求をした
が、これが棄却され、結局、過少申告加算税及び延滞税を支払うことと
なった。
　判　旨：
　「税理士Yとしては、法人税基本通達によると、法人の貸金の担保割
れがでた場合には、その処分後でなければ貸倒れ損金として処理するこ
とはできないと定められているのであるから、これに反する処理をする
場合には、依頼者Xのために、これを受け入れる可能性があるかどうか
を税務当局に打診し客観的に検討すべきであるのに、Yはこの措置をと
らず、また、依頼者Xに対しても損金処理が認められないときは、過少
申告加算税が賦課される可能性のあることを充分に説明すべきであるの
に、これを怠っており顧問税理士としてXに対し税務相談における指
導、助言についての債務不履行がある」とし、そのうえで、過少申告加
算税相当の損害については、「その指導がX会社の代表者も基本通達に
反することを知っており、しかも、Yに対し法人税額の軽減方法を依頼
していること等から、五割の過失相殺が相当」とした。
　しかし、延滞税の負担は、X会社は法人税の支払を長期分割によらざ
るを得ない資金的事情によるものでありYの債務不履行とは相当因果
関係は認められないとしている。
1．1．3　申告手続過誤
（6）岐阜地裁大垣支部判昭61・11・28判時1243号112頁
事　案：
Xは会社設立の昭和四八年以降継続して税理士たるY1に各年度の所
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得申告等の税務申告事務を委任し、同人は場を補助者として受任事務の
遂行に当って来た。Xは、　Yらが、イ：昭和55年度分所得申告を期限内
になさなかった受任事務遂行の解怠により会社解散を余儀なくされたと
して慰籍料等の損害賠償、ロ：昭和54年度確定申告時における収入金の
経理上の取扱い過誤による損害の賠償、を求めた。Y1は、元公務員であっ
たところ税理士を開業し、無資格のY2の税理士業務に名義貸をしてい
たに過ぎないから同人の行為に責任を負わない旨主張した外、以下の
Y2と同旨の主張をし、Y2は、　X主張の各税務事務処理に関する受任を認
めつつ、いずれも受任事務遂行上必要な資料につきXにおいてその提供
を遅延ないし怠ったものであるから受任事務遂行上の義務解怠は存しな
い旨主張した。
　判　旨：
　税理士の職責について、「依頼者の会計帳簿に基づいて所轄税務署に対
して税務申告を代行するについて受任関係に立つことをもって足り、ま
たそれを超えることは許容されないとし、またその負う準委任契約上の
義務は依頼された個別的な申告手統代行についてのみ善管義務の限度で
存するに過ぎない」「本件所得申告事務委任契約の成立は、原始記録の全
部が届けられたときと解すべきところ、判示X側の事情により右記録が
届けられたのは昭和55年度分所得申告期限後であったから、期限とかに
つき、Y2の義務違背を論ずる余地はない、ロの点は、「税理士の義務権限
外であるから責任なし」
　さらに申告期限までに税務署に対し申告を完了しなかったことをもっ
て被告渡辺の義務違反に当ると主張した点については以下のように判示
した。
　「被告らの義務発生の根拠が明らかでなく、昭和48年以降同55年4月
まで毎年Y1がXの年度末の法人税申告を続けて来たとしても、直ちに
被告渡辺が昭和54年4月末日までになすべき昭和55年度の同申告手続を
代行しなければならない義務を負うとは断定できず、」
90
　「更に税理士は税理士法に照らしても、本来依頼者の会計帳簿に基づ
いて所轄の税務署に対する税務申告を代行するについで受任関係に立つ
ことをもって足り、またそれを超えることは許容されるものでなく、そ
うとすると税理士は依頼者の租税に関してあらゆる有利を計らなければ
ならない。準委任上の義務を負うものでなく、依頼された個別的な申告
手続代行についてのみ善良な管理者としての注意義務を負うは過ぎない
ものと言うべきである。」とした。
（7）東京地判平7・11・27判時1575号71頁（2°）
　事　案：
　甲の相続人であるX1、　X2、　X3の原告が、被告Y税理士に対して、相
続税の申告手続きを依頼した際にあわせて物納の申請手続きを依頼した
と主張した上、被告が委任の本旨に反し杜撰な申告事務をし、しかも延
納の許可申請をし、そのために原告らが余分な土地を売却せざるをえな
くなったなどと主張して、損害賠償として、売却を余儀なくされた土地
と相続税額との差額、納付した延納利子税、過少申告加算税及び返還さ
れていない事務手続き費用の総額（3000万円）に相当する金員の支払い
を求めた。
　判　旨：
　①相続税額を金銭で納付することが困難であることが認められ、かつ
物納に充てることが可能な財産がある。また、物納の方法に依りがたい
とか、延納の方法が有利であるとかの特段の事情はない。
　納税者にとって節税となる措置を講ずべきであるのにそれをしなかっ
た点委任契約上の債務不履行にあたる。
　②損害について：「延納手続きにより生じた損害は、契約の本旨に則
り物納がされる場合に、相続人らが失うべきものが税理士のした延納の
申請を前提として、相続人らが出費を余儀なくされたものより多いとき
に生じ、その差額に該る」
　コメント：
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　相続税の申告の委任を受ける場合に説明すべき事項について、次にい
くつかの項目を列挙しておく。もちろん、委任者の地域性や特殊性によっ
て、その内容は変更・追加されなければならない。
　①民法上の一般的規定と遺言書の有無について（民法960など）、②相
続を放棄した場合の税務上の取扱いについて（民法938、相法3など）、
③生前贈与加算にっいて（相法19）、④配偶者の税額軽減について（相法
19の2）、⑤未成年者控除、障害者控除について（相法19の3、19の4）、
⑥相次相続控除について（相法20）、⑦小規模宅地について（措法69の3）、
⑧農地の納税猶予について（措法70の6）、である。
　コメント：
　本判決は、①Xらは、Yに対し、申告手続の依頼とともに物納申請に
ついても依頼したと認められる、②Xらには、相続税額を金銭で納付す
ることを困難とする事由が認められ、かつ物納に充てることが可能な財
産を有していることが認められ、その他、物納の方法に拠り難いとか、
延納の方法が原告らに有利であるなどの特段の事情は認められないか
ら、YがXらの依頼に反して延納の手続をしたことは、債務不履行に該
当するとした。また、Yは、税務の専門家として、租税に関する法令、
通達等に従い、適切に相続税の申告手続をすべき義務を負うことはもち
ろん、納税者の信頼に応えるべく相続財産について調査を尽くした上、
相続財産を適切に各相続人に帰属。させる内容の遺産分割案を作成、提
示するなどして、納税者にとってできる限り節税となり得るような措置
を講ずるべき義務を負うと解されるところ、土地の評価に当たり、財産
評価基本通達に反するなどして相続税を過少に申告するなど、申告手続
においても本件委任契約の本旨に反したということができる、と判示し
て、2億8086万円余の損害賠償を命じた（19）。
1．1．4　助言・教示・説明過誤
（8）横浜地裁平元・8・7判時1334号214頁
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　事　案：
　農業を営んでいたAの相続人の一人X（長男）は、税理士であるYに
対し、農地相続についての納税猶予一租税特別措置法70条の61の適用申
講手続の税務代理を委任した。ところで、右納税猶予の適用を受けるに
は、相続税の期限内申告書に引き続き農業経営を行う相続人が当該農地
を相続した旨の遺産分割協議書等を添付し、かつ申告書に右納税猶予の
適用を受ける旨の記載をする必要がある。ところが、相続税の申告期限
までにAの相続人間において遺産分割協議がまとまちなかったため、右
納税猶予の適用申請ができなかった。Xは、全遺産について分割協議が
成立しなくても、当該農地の相続について一部分割搦議が成立していれ
ば納税猶予の適用を受けられるのであるから、Yはその旨Xに説明し、
期限内に一部分割協議書を作成させるよう促す義務があったのに、期限
後修正申告によっても納税猶予の適用があるものとは納税猶予の適用を
受けることができなくなった。そこで、XはYに対し、　Xが支払った本
件農地の相続税額と右納税猶予の場合の税額との差額に相当する金額の
損害賠償を求めた。これに対し、Yは右の諸点につき全面的に争った。
　判　旨：
　一部分割協議書によっても納税猶予の適用申講の要件を満たすこと、
税務代理を受任した税理士は、委任者に対しこの点について説明すべき
義務があること及びYが右説明をしなかったことを認め、しかし、本件
においては一部分割の協議が成立し得た蓋然性が乏しかったとし、「Y
が右説明をしなかったこととXが納税猶予を受けられなかったことと
の因果関係がない」として、Xの請求を棄却した。
　コメント：
　納税猶予制度とは、農業を営んでいた被相続人から相続又は遺贈によ
り農地等を取得した相続人が、引き続き農業を継続する場合に、これら
の農地等の価額のうち農業投資価格（措法70の6・⑤・⑥）を超える部
分に対する相続税について・納税が猶予される制度で、昭和50年に農業
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経営の細分化の防止と農業後継者の育成を税制面から助成する観点か
ら、贈与税の納税猶予（描法70の4）とともに創設された。この制度で
は、一定の農地・採草放牧地又は準農地を取得した相続人が農業経営を
継続する場合・その農地等の価格のうち、農業投資価格を超える部分に
対する相続税の納税を・一定の要件の下に猶予し、次の相続もしくは農
業経営者に対する生前一括贈与があるまで、又は納税猶予期限まで農業
経営を継続した場合に猶予税額の納付を免除している。
（9）東京地判平2・8・31判タ751号148頁
　事　案：
　土地建物の買換えに当り、節税指導と買換え後の税務申告を受任した
税理士が、「特定の事業用資産の買換えの特例」を受けるについてなした
必要な助言、指導に不適切な点があったことが問題となり、修正申告を
して追加納税を余儀なくされたという顧客の損害と税理士の行為ならび
に、顧客が税務署の修正申告に応じて追加納税したこととの間に相当因
果関係があるか否かが問題となった。
　判　旨：
　本件特例の適用が認められる要件は、租税特別措置法37条に規定する
ところであって、同条の「買換資産」に該当するためには、「事業の用に
供したもの」であることを要するが、右要件に該当するか否かは、当該
資産の従前の利用状況、当該資産の形態等を総合して客観的に判断され
るべきであり、駐車場について、舗装及び車止めの施設の有無が、その
要件でないことはいうまでもない。本件通達が、「空閑地（運動場物品置
場、駐車場等として利用している土地であっても、特別の施設を設けて
いないものを含む。）である土地は、事業の用に供したものに該当しな
い。」としたのは、このような土地については、「事業の用に供した」こ
とが客観的に明らかでないことが多く、同条の適用を認めることが難し
いとの税務行政上の解釈指針を示したものにすぎない。そして税務署が
する修正申告の勧めは、あくまで納税者の自発的な申告を促すものであ
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り、それ自体に、何ら強制力を持つものでないから、納税者がこの勧め
に応じて修正申告をするか否かは、当該納税者が自らの責任において判
断決定すべきことであって、修正申告により確定した納税義務が、申告
者以外の者の行為によったというためには、その者の行為が、当該修正
申告をするために直接的な契機になった場合などの特別な事情のある場
合に限られるというべきである。そして、本件において、Xらが、損害
を被ったと主張する本件納付金の納付が、Xらの修正申告によるもので
あること、本件駐車場は、譲渡資産である駐車場と同様に、砂利敷きで
ロープを張ったものであり、譲渡資産と施設の状態に差異がなかったこ
と、Xは譲渡資産を利用して過去10年以上駐車場業を営んでおり、右の
土地と買換資産の利用状態がほぼ同一である以上本件特例の適用が認め
られるとする被告の判断にも相当な根拠が存すること、右修正申告をす
ることについては、Yはこれに反対であって、当初の申告を維持して更
正処分がされた場合には不服申立てをして争うことを勧めたが、Xらは
Yの向に反し、修正申告をすることとし、X1についてはYに依頼し、そ
の余のXらについては自ら修正申告書の提出をしたことは、前示のとお
りである。右の経緯に鑑みると、本件納付金の納付は、Xらが自らの責
任においてした修正申告の結果であり、Yの申告指導が、右申告につき、
直接的な契機をなすなどの特別な事情が存すると認めるに足りず、結局、
Yの行為は、Xらの主張する損害との間に相当因果関係を欠くものとい
うべきである。
　コメント：
　特に、この事件では「租税特別措置法通達37－21（事業用に含まれない
資産）」の取り扱いについて、「空閑地（運動場、物品置場、駐車場等と
して利用している土地であっても、特別の施設を設けていないものを含
む。）である土地、空屋である建物等は、事業の用に供したものに該当し
ない。ただし、特別の施設は設けていないが、物品置場、駐車場等とし
て常時使用している土地で事業の遂行上通常必要なものとして合理的で
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あると認められる程度のものは、この限りでない」の通達の扱いと解釈
について、裁判所は、「このような土地については、「事業の用に供した」
ことが客観的に明らかでないことが多く、同上の適用を認めることが難
しいとの行政上の解釈指針を示したものにすぎない」とし、当該資産の
従前の利用状況、当該資産（買換え後の2）資産）の形態等を総合的に
判断すべきであるとした。
　修正申告の勧奨を受け、これに税理士に相談することなく提出した場
合の責任は、納税者が負うべきであると、明確に、行為意思決定者と助
言義務者の責任を分別したものであると評される。
1．2．
（1①
　事
　税務署からの独立性
神戸地判平5・11・24判時1509号114頁
　　案：
　会社の解散・整理に伴い生ずる残余財産につき、税務相談を受けた税
理士の助言に従ったところ、租税特別措置法の規定により損金算入が認
められなかったため本来可能であった節税ができず損害が生じた。
　X会社とA会社の代表者であるBは、両全杜を解散するについて、X
のAに対する貸金債権を貸倒損失として損金に算入し、これとX所有
の不動産の譲渡益とを相殺して、より有利に残余財産の分配を受けよう
と企図して、顧問税理士たるYに相談した上、その助言に従ってAを解
散し、清算手続を行った。ところが、租税特別措置法の規定により損金
算入が認められなかったこと等により、本来は可能であったXの節税が
できなかったのは、Yの委任契約上の債務不履行によるものであるとし
て、損害賠償を求めた。これに対し、Yは、所轄税務署の法的見解が代
わったことなどを理由にYに債務不履行はないと主張した。
　判　旨：
　1．Yの職歴および税理士としての資格・経験等に鑑みると、　Yには、
前記法人税法及び租税特別措置法の各規定の注意を十分理解しておくべ
96
き職務上の義務があったというべきである。
　2．Yとしては、税務相談を内容とする本件契約甲（委任契約）に基
づきXに対し、「適正な税務処理上の教示をし、かつそれに適合する税務
の代理及び代行をして税務相談の目的を達成すべき債務を負担していた
といわなければならない」
　3．しかし、右教示の内容のうち、「神戸税務署と話し合いがつき、昭
和62年度に原告会社を解散した場合には、その解散確定申告において、
……_戸税務署の担当官から旧措置法第66条の13の規定の解釈として、
そのようになる旨の教示を受けたので、被告もそのように信じた旨の部
分がみられるけれども、同条文自体に照らし、そのように解釈できず、
他にそのように解釈しうる法的根拠も見当たらないことに徴すると、右
部分は採用することができない。なお、仮にそのような事実があったと
しても、被告の税理士としての租税に関する法令に精通すべき職務上の
義務を何ら軽減するものではなく、前記2の義務には何ら影響はないと
いうべき」であり、適正な税務処理に照らし、客観的に誤りであったと
いうことができ、Yは、「税務相談を内容とする本件契約甲に基づき、X
に対し、適正な教示ないしは税務指導をなすべき債務を負担しているに
もかかわらず、誤った教示を行なったという不完全な履行をしたものと
いわなければならない」。
　4．Xは、　Yの租税に関する法令に精通し、「適正な納税義務の実現を
図るべき職務上の注意義務を怠った不完全履行によって、延滞税額相当
の損害を被ったもので、かつ相当因果関係があると認められる」
（ll＞京都地判平7・4・28税理士界1094号
　事　案：
　顧客が既に事業用資産の買換特例を受けていたにもかかわらず、その
書類を、税理士の履行補助者に提出しなかったため、買換特例を適用し
た譲渡所得の申告をした。
　判　旨：
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　「税理士が、依頼者の税務書類の作成過程において、依頼者から事情
を聴取する際には、特に問題となりそうな点に言及し、事実関係の把握
に努め、依頼者の説明だけでは十分に事実関係を把握できない場合は、
課税庁で当該野間点を指摘し、調査を尽くさなければならない」
2．判例のまとめ
　ここでは、幾つかの事例で見てきたように、税理士の業務に対する債
務履行責任は、当初は限定的（事例1）に依頼された範囲の業務であり、
資料は当然に依頼者が準備し、不履行の責任は多くが依頼者にあったと
されていた。ところが、税理士賠償責任保険の賠償事例や事例2、3、
4、5では、依頼者の完全履行を前提とした考え方になってきているこ
とが判明した。すなわち、①書類の提示がないこと、②税務署での情報
公開が不完全であること、③税務署の好意的な示唆に従ったこと、④長
期間顧問契約をしていたこと、⑤相続税等臨時的な業務であり不慣れな
こと等は、専門家として当然に行う業務を免責ずる理由とはならない。
税理士がこれらに対して英知を絞ることを惜しむことに対する警鐘である。
VI小括
　税理土と依頼者との間の契約の法的性格については、一般に委任契約
であると解されているが（21）、問題は、税理士に要求される注意義務の範
囲である。
　最近の裁判例をみると、税理士に対して厳しい注意義務を課す傾向が
うかがわれる（22）。例えば、「税理士が、依頼者の税務書類の作成過程にお
いて、依頼者から事情を聴取する際には、特に問題となりそうな点に言
及し、事実関係の把握に努め、依頼者の説明だけでは十分に事実関係を
把握できない場合は、課税庁で当該野間点を指摘し、調査を尽くさなけ
ればならない」（23》と判示し、また、「税理士は、税務の専門家であるから、
税務に関する法令、実務の専門知識を駆使して、依頼者の要望に適切に
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応ずべき義務がある。税理士法上の義務として、法令ニテ揮毫した適切
な申告をなすべきことは当然であるが、法令の強要する範囲内で依頼者
の利益を計る義務があるというべき」である旨判示している（24）。
　以上、多くの税法専門家の諸論稿に依拠しつつ、IIの「税理士業務の
立場と仕事」では、「税務署と納税者の立場の関係」を検討し、さらに「税
理士の使命」を再検討することにより、『税理士の立場』の複雑性（二面
性）を確認した。さらに、IIIでは「整理士の契約の法的性質」を、　IVで
は「税理士の専門家としての責任」を検討した。そこにおいても、III－　2
－3で述べたように、税理士業務が今日、多様であり、一概に、専門家
の責任として把握することが困難ではなかろうかとの印象が否定できな
かった。
　さらに、納税者の「期待」と税理士の立場も複雑であること（IV－3）、
税理士法における「助言義務」の位置づけについても、その立法経過を
通して確認した（IV－4）。
　そうした文献による検討をふまえつつ、近年の裁判例を、①税理士の
違算（V－1．1．1）、②調査・確認義務（V－1．1．2）、③申告手続過誤（V
－1．1．3）、助言・教示・調査、過誤（V－1．1．4）についての判例を紹介
し、検討、コメントを付した。
　そこで、以下、税理士の責任について、以下のようなことが言えるの
ではないかと思われるので、まとめに代えたいと思う。
1．税理士の専門家としての責任
　税理士の責任としては2つの面から考察する必要がある。1つは独立
性であり、他は自己責任性である。以下分説する。
1．1．独立性
　税理士は自由業的側面をもつ。したがって、そのことは、当然、独立
した業務の遂行という要請が生じる。独立の業務遂行が可能となるのは、
職業上の意思決定の自由についての危険を生ずる拘束がない場合であ
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る。税理士の独立性は、税務当局からの監督や命令権がないことにも明
示的である。
　例えば、ドイツ税理士法1条は、その一般条項として、税理士の職業上
の一般的義務を定め、個別的職業義務として、個々で問題となるのは、
独立性であるという。それを分類すると、一般的独立性、税務当局に対す
る独立性、依頼人に対する独立性である。分説すると以下のようである。
1．1．1　一般的独立性
　税理士が、自由業であることから当然、独立の業務遂行の要請がある
が、職業上の意思決定の自由を危うくするような拘束がない場合に可能
となる。さらに、税理士は、法律又は職業上の義務と矛盾する行動を強
制されてはならない。
1．1．2　税務当局に対する独立性
　税務当局から名監督や命令権がないこと。
1．1．3　依頼人に対する独立性
　税理士は依頼人からの依頼を引き受ける義務はないが、依頼関係にお
いて、依頼人からの要請（委任規定）から、法律上の手段を講じること
が命令される。しかし、税理士が、脱税の協力のような違法な行為を求
められた場合、依頼人の指図によりなしたとの理由で免責されない。税
理士は、依頼人の利益を守らなければならない。公証人のように、公平
であることを求められていない。法律に則り、依頼人にとって最も有利
な結果を得るための努力義務があるといわなければならない。依頼人と
の契約の締結がこの独立性を妨げることはない。長期間の契約を締結し
たとしても、契約条項において、解約告知規定の排除を定めたとしても、
その独立性を妨げることにはならない。報酬の受け取りも同様である。
1．2．　自己責任制
1．2．1原則
　税理士は、自己の責任により活動する。独立性があることからのみで
はこの義務を全うすることはできない。自己責任は、税理士が、職業専
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門家として、自己の判断を自ら形成し、自己決定しなければならない。
したがって、義務に適合した行動をする自由を奪うような命令に拘束さ
れない。自己責任制は、前記の「独立性」とも関係し、自己のすべての
行為に対して全責任を負い、それ故、依頼人の指図にはどのような場合
でも拘束されず、業務の中で生ずる事柄について全責任を負うことを意
味している。
1．2．2依頼人に対する自己責任制
　税理士は、依頼人からの専門領域についての指図に拘束されない。こ
れは、依頼人からの要請に従ったとの理由が免責されないから、依頼人
が義務違反又は不正な行為を要求する場合は、これに対する『懸念』を
依頼人に表明しなければならない。依頼人が自己の見解を採用しない場
合は、依頼契約の引き受け、又はその継続を拒否することが必要となる。
たとえば、明らかに間違った資料を基礎として、税務申告書の作成をさ
せられた場合。他方、税理士からの依頼人に対する問い合わせに対し、
その資料が正確であることを保証したような場合は別である。
　そこで、問題としなければならない点を指摘しておこう。
　第1に問題とされるのは、ここにおいて提供された問題となる情報は
以下のような限定がある。すなわち、個人的な情報提供や助言とはその
状況は明らかに異なること、反対に、専門知識を有し、特別に信頼に価
するとみなされるべき者が、その職業ないし営業活動の中で提供した不
適切な情報である。したがって、その情報提供が責任を問われるのは、
明示的に、故意を要求されることである㈹。しかし、そうした状況は、
「職業上の助言が問題となる場合には、根本的に変わる。
　第2に、このような情報においては、その情報提供に基づいて情報の
受取人が重要な経済的な判断をなすことが、情報提供者に認識可能で
あったような情報提供が問題となる。
　第3に、当事者間の直接の接触が存在するということである。
　しかし、情報提供者が、情報受領者に対してそもそも情報を提供する
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か否かは、情報受領者に対する関係では、情報提供者の自由である。し
かし、情報提供者が何かを述べることを決めた場合、情報は、上述の事
情のもとで、正確なものでなければならない。
　　　　　　　　　　　　　　　〈注〉
（1）税理士法の前身である税務代理士法は昭和17年に誕生した。これは、戦時
　下における犬増税の要請にこたえて制度化されたものである。すなわち、税
　務官署と納税者の不要な摩擦を柔らげる潤滑池の役割を果たしていた。終戦
　後、旧制度は現実に適応しない部分が生じたため、昭和26年に現行の税理士
　法に移行した。現行税理士法は、現在まで数度にわたって改正された。特に
　昭和55年4月8日で可決成立した税理士法は、税理士の使命・業務の改正、
　助言義務の導入、税務職員の無試験による資格付与等にわたって大幅に改正
　されている。
②　当然、弁護士、税理士、司法書士等の「士族」についての契約について、
　将来は、総合的に研究する必要があると思われる。弁護士・司法書士の民事
　責任に関する裁判例の紹介・分析に関する研究の主たるものとして以下のよ
　うなものがある（順不同）。加藤新太郎『弁護士役割論』、山川一陽＝根田正
　樹編『専門家責任の理論と実際』、専門家責任研究会編『専門家の民事責任』
　別冊NBL28号、川井健他「シンポジウム・専門家の民事責任」私法57、「特
　集・『専門家の責任』法理の課題と展望」法律時報67巻2号6頁以下、鎌田薫「専
　門家責任の基本構造」『新・現代損害賠償法講座』308頁、新美青文「専門的
　職業人の責任」判タ484号31頁、林豊「司法書士に対する損害賠償」判タ512
　号53頁以下、山崎敏彦「司法書士の職務上の民事責任について（1×2））一登記
　業務に関わる裁判例の概観」青山法学論集26巻3＝4合併号111頁、同28巻4
　号109頁、林豊「司法書士の不法行為責任」『裁判実務体系：16巻』165頁、貝
　田守「司法書士の義務」『民事責任の現代的課題』294頁以下、山崎敏彦「登
　記代理委任契約に関わる司法書士の民事責任一補論一（1）」青山法学論集32巻
　3＝4合併号469頁、住吉博「不動産登記手続代理について」法曹時報43巻7
　号1頁、小野秀誠「司法書士の責任」川井健編『専門家の責任』327頁、山崎
　敏彦「司法書士の登記代理業務にかかる民事責任一最近の動向1」『民事法学
　の新展開』421頁、工藤祐巌「「専門家の責任」と主要判理恵の分析一下）」法
　律時報67巻3号68頁、同「わが国における専門家責任事件の具体的展開」
　『新・現代損害賠償法講座第3巻』420頁、山崎敏彦「司法書士・土地家屋調
　査士と民事責任」鎌田＝寺田＝小池編『新不動産登記講座第7巻各論IV』301
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　頁等。ただし、税理士の責任について触れられていルモのは少ない。ドイツ
　では、この点について、かなり多くの論文、著書がある。ドイツ法について
　は、税理士制度も異なることから、本稿では特に言及しない。
（3）ちなみに、損害賠償請求事件は、昭和60年10月25日の税理士界902号の第3
　回税理士実体調査報告書によると、僅か1．1パーセントであった。本稿作成に
　あたり参考にした文献を挙げておく。山崎敏彦「税理士の業務上の過誤責任
　（平成7．11．27東京地判・民法判例レビュー57）」判タ940号519頁、日本税
　理士会連合会／編、山田二郎、『税理士業務の民事責任とその対策』、大江晋
　也・岩下忠吾／編著『事例からみた税理士の注意義務一税理士職業賠償責
　任』、西山由美「税理士に対する損害賠償請求事件（平成7．6．19東京高判）
　〈判例研究〉」東京国際大学論叢〔経済学部編）16号147頁、鳥飼重和「税理
　士賠償責任の最近の傾向」税務弘報45巻5号79頁、山崎敏彦「専門家責任論
　の展開と税理士業務のあり方」税理40巻3号2頁、岡正晶「税理士の専門家
　責任一一知識不足・リスク説明不足の事例」税務事例研究35号29頁、松沢智・
　岡正晶・西山由美・石村耕治「損害賠償事例と税理士の役割・責任〈特集〉
　（税理士賠償責任の範囲とその限界（松沢智）、最近における税理士賠償責任
　事例の類型について（岡正晶）、所得税・法人税における税理士賠償責任事例
　（西山由美）、相続税・消費税における税理士賠償責任事例（石村耕治）税経
　通信51巻15号77頁、中江博行「税理士の専門家責任」税研66号62頁、斎藤明
　「税理士の善管注意義務一一平成7年4月28日京都地裁判決の検証」創価法
　学25巻3号1頁、石田喜久夫他「相続税事案への対応と税理士の注意義務く特
　集〉」税理39巻7号23頁以下、布川博「依頼者に対する税理士の民事上の責任
　（1）（後編）」税経通信50巻14号242頁、50巻16号204頁、松沢智『税理士の職務
　と責任』、渡辺達徳「専門的職業人の誤情報提供と損害賠償責任一一税理士の
　責任に関する裁判例を手がかりとした比較法的考察〈共同研究〉」比較法雑誌
　〔中央大学〕23巻4号17頁。鳥飼重和「税理士賠償責任の最近の傾向」税務
　弘報45巻5号79頁
　松沢智・岡正晶・西山由美・石村耕治「損害賠償事例と税理士の役割・責任
　〈特集〉」51巻15号77頁以下。布川博「依頼者に対する税理士の民事上の責任
　（1・後編）税経通信50巻14号242頁、同巻16号204頁。新井隆一「税理士制
　度の基本理念」3頁、高野幸大「税理士業務とその法的性格」19頁、小林博
　志「税理士の権利と義務」61頁、首藤重幸「税理士の責任」121頁、以上・日
　税研論集24号所収。
（4）なお、本稿の作成にあたっては、足立会計事務所の伊藤共子税理士に資料
　の提供、税理士業務の実際、問題点等について、ご教示を得たことをここに
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　記し、感謝する次第である。
㈲　申告の法的性質に関し、その申告の内容は、課税標準と税額である。では、
　それは法律行為か？
　　日税連の見解は、法律行為であり、事実行為ではない、とする。しかし、
　批判として、税額は、納税義務者の申告により確定するのを原則としている
　ではないかとするものが有力である。なお、税制調査会の見解は、一種の通
　知行為であるという。
　　また、申告に代理は許されるのかも問題となる。田中博士は、「私人の公法
　行為の代理」として民法に準ずるという（田中二郎『行政行為論』326頁）。
　さらに、民法上の代理が意思表示に限定していることから申告は代理に親し
　むかも問題となる。しかも、申告書類には〈納税者の記名と押印〉を必要と
　している。税理士法33条1項の趣旨は、「本人自身がその意識内容を完成する
　ことを意味する」（朝日源吾・税理士法における申告と代理の問題点税理64年
　4月号28頁以下、なお、同氏は、税理士の申告につき、伝達機関たる使者に
　すぎないとする。一「申告の代理」とは、実のところ本人のおこなう「申告の
　援助」であって、その実質的行為は、申告書の作成にある一とする）。さらに、
　刑事上・民事上の責任の所在の明確化にもあるという（新税理士法要説・改
　訂版・日本税理士連合会編107頁参照）。なお、4項は、税理士の記名押印のな
　い書類の効力について、何ら影響ないことを規定している。
　　したがって、本人の記名・押印のない申告書については、無効となると解
　せられる。
　　なお、この点に関する検討は、後日の検討に譲りたい。
（6）東京高判昭和28年11月19日高裁刑特報39巻192頁。
（7）大阪高判昭和26年2月26日高裁刑特報23巻35頁。
（8）その他の事項として、徴税官公署を相手方とする分納、納付の猶予等の陳
　情、交渉の塁も包含するかにつき、広島高裁松江支部判昭和28年11月2日高
　刑集6巻12号1658頁がある。
（9）東京高判平7・6・19判時1540・48。
（IO）なお、昭和55年の改正前の同1条は税理士の職責を、「中正な立場において、
　納税義務者の信頼にこたえ、租税に関するる法令に規定された納税義務を適
　正に実現し、納税に関する道義を高めるように努力しなければならない」と
　するものであった。旧規定と新規定について国会における提案理由も同様に
　解している。すなわち、税理士に全人格的な資質を要求し、中立公正な立場
　で「税務の専門家」として、納税者の立場ではない立場で、「税理士は納税義
　務の実現」を果たすことが使命であり、職責であるとする。本稿の主眼が、
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　裁判例の検討にあることから、以後の助言義務に至るまでの記述は、加藤著
　に依拠するものであることをお断わりしておく。
（ll）加藤義幸『税理士法と民事責任』15頁以下参照。
⑫　竹下重人「業務委託契約と税理士の責任」税理士界837頁、松沢智『税理士
　の職務と責任』93頁。
⑬　新井隆一「税理士制度の基本理念」『税理士制度』3頁。
（1の　高野幸夫「調査手続」日税研VOL25．26頁、以下「契約当事者意思説」と
　いう。」
⑮　東京高判昭和55・9・24判時980号58頁、金商617号35頁、判評・広中俊雄・
　評論267号155頁。
（1⑤最（3小）判昭和58年9月20日判時1100号55頁、判評・円谷峻・季刊・民
　事法研究7（判例タイムズ529）154頁、石田喜久夫・民商法雑誌90巻3号131
　頁、塚原朋一・季刊実務民事法6号190頁、田上富信・法律時報56巻7号119頁。
（10　西山由美「税理士に対する損害賠償請求事件（平成7．6．19東京高判）
　東京国際大学論叢〔経済学部編〕16号147頁。
㈹　本裁判例の検討として、本稿と一部重複するが、以下のものがある。拙稿
　「税理士の指導による法人税の確定申告によって過少申告加等税の課税を
　蒙った場合と税理の責任」ジュリスト1159号145頁。
働　品川芳宣「物納申請をしなかったことに対する税理士の損害賠償責任（平
　成7。11．27東京地判）税研66号48頁。玉越賢治「物納手続への具体的な対
　応（特集　相続税事案への対応と税理士の注意義務）税理39巻7号118頁。
⑳　山崎敏彦「税理士の業務上の過誤責任（平成7．11．27東京地判）判タ940
　号59頁、山田二郎「関与税理士の債務不履行があったとして2億円余の損害
　賠償責任が認められた事例（平成7．11．27東京地判）」ジュリ1106号152頁。
⑳例えば、最（3小）判昭58・9・20判時1100・55は税理壬顧問契約を委任契
　約であるとしている。
吻　松沢智「税理士の専門家責任」税務弘報43・8・6、首藤重幸「税理士の
　責任」日税所論集24・22等参照）
㈱　京都地判平7・4・28
⑫4）東京高判平7・6・19判時1540・48、長尾治助f税理士には相続税修正申
　告の事務処理にあたり委任者へ延納許可申請の助言・指導義務があるとした
　事例（平成7．6．19東京高判）判評445（判時1552）205頁参照。
㈱　オーストリア民法1300条、ドイツ民法676条、826条、ギリシア民法729条、
　ポルトガル民法485条1項。
